
令和２年度 長野県内部統制評価報告書 

 

 地方自治法第 150 条第１項の規定に基づく内部統制制度の整備運用に関し、同条第４項に

規定する報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 内部統制の整備及び運用に関する事項 

  県では、長野県行政経営理念のビジョンである、県民に信頼され、期待に応えられる県行

政を目指し、効果的、効率的で適正な事務の管理及び執行を進めるために、令和２年１月に

「長野県内部統制基本方針」を策定し、内部統制体制の整備及び運用を行っています。 

  今後とも、この基本方針に基づき、事務処理上のリスクの顕在化をできるだけ適時に発

見・防止できるよう、制度の円滑な運用に努めるとともに、整備運用状況や評価結果等を踏

まえ、不断の業務改善に取り組んでまいります。 

 

２ 評価手続 

 (1) 評価対象期間 

令和２年度（評価基準日：令和３年３月 31 日） 

(2) 評価基準 

長野県内部統制基本方針及び地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイド

ライン（平成 31 年３月総務省公表） 

(3) 評価対象 

ア 全庁的な内部統制体制の整備運用に関する評価 

内部統制の基本的要素（統制環境、リスクの評価と対応、統制活動、情報と伝達、 

モニタリング及びＩＣＴへの対応）を評価対象として有効性を評価 

イ 各部局の内部統制の評価 

財務に関する事務について、各部局におけるリスク評価と対応策の実施状況等に係 

る自己評価結果を確認し、有効性を評価 

 

３ 評価結果 

 (1) 全庁的な内部統制の整備運用に関する評価 

   内部統制上の重大な不備は認められませんでした。 

 (2) 各部局の内部統制の評価 

   重大な不備は認められず、評価基準日において有効に整備され、評価対象期間にお 

いて有効に運用されていると判断しました。 

 

４ 不備の是正に関する事項 

  記載すべき事項はありません。 

 

５ その他 

  令和２年度の内部統制実施状況（概要）は別紙のとおりです。 

 

 

                     令和３年９月 17 日 

 長野県知事 阿 部 守 一 
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令和２年度 内部統制実施状況（概要） 

 

 

１ 本県におけるコンプライアンス推進の取組 

  本県では、平成 26 年に発覚した大北森林組合補助金不適正受給問題の反省の下、県民から

信頼される組織づくりを進めるため、平成 27 年 10 月にコンプライアンス推進参与を設置し、

コンプライアンス推進体制の整備を着実に進めるとともに、平成 29 年４月に策定した行政経

営方針において「県民の信頼と期待に応える組織づくり～コンプライアンスの推進～」を取組

の柱に位置付け、職員の意識改革、風通しのよい組織づくり、しごと改革に取り組んできまし

た。 

特に、内部統制の根幹をなすリスクマネジメントには平成 28 年度から先進的に取り組み、

職員の対話を通じたリスクの抽出、評価を行い、対応策を「見える化」して実施していくこと

により、個別の事務処理プロセスにおけるリスクの軽減を計画的に進めています。 

平成 29 年の地方自治法（以下「自治法」という。）の改正に対応した内部統制制度の導入に

当たっては、これまでの本県の取組を活かしながら、職員が対話を通じて主体的にリスクマネ

ジメントに取り組むことを基本として制度構築を行っています。 

 

２ 地方自治法に基づく内部統制制度の整備 

地方公共団体を取り巻く環境変化（人口減少社会の到来、行政ニーズの複雑・多様化等）の

中、行政サービスを安定的かつ効果的に提供していくため、長自らが、行政サービスの事務上

のリスクを評価・コントロールし、事務の適正な執行を確保する体制を整備・運用する仕組み

として、平成 29 年の自治法改正により、都道府県及び政令市に義務付けられました（令和２

年４月１日施行）。 

  本県では、この法改正を踏まえ、令和２年１月に「長野県内部統制基本方針」を策定し、 

①業務の効率的かつ効果的な執行、②財務報告等の信頼性の確保、③業務に関わるコンプライ 

アンス遵守、④資産の保全、を目的として内部統制を実施しています。 

 

３ 内部統制対象事務 

  自治法第 150 条第１項第１号の規定に基づき、財務に関する事務（契約、収入、支出等）を  

内部統制の対象事務としています。 

   

４ 内部統制の対象範囲 

  知事部局、企業局、議会事務局、教育委員会事務局、人事委員会事務局、監査委員事務局、 

労働委員会事務局 
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５ 内部統制実施体制 

 

 

６ 財務事務上対象とするリスク 

  補助金等交付事務、契約事務、支出事務、収入事務、予算執行事務、財産管理事務の６区分  

にわたる財務に関する全ての事務について、各所属でリスク評価を実施し、重要性の高いリス 

クについて顕在化防止のための対応策（行動計画）を策定、実行してきました。 

 

（参考）行動計画策定状況（単位：件） 

 補助金 契約 支出 収入 予算執行 財産管理 計 

危機管理部      １ １ 

企画振興部 １  ３    ４ 

総務部  ２ ２ ６   10 

県民文化部 ４ １ ２ ２   ９ 

健康福祉部 10 ２ 22 ５   39 

環境部 ２ ３ ３ ２   10 

産業労働部 ３    １  ４ 

観光部   ２    ２ 

農政部 12 ６ ５    23 

林務部 ７ ４     11 

建設部 ７ 54 36 44 ３ 11 155 

監査委員

審査

　[基本方針等]

　リスク一覧

　評価基準

モニタリング

　　　　リスクの選定、評価、リスクマップの作成

　　　　行動計画（リスクへの対応策）策定・実行 

　　　　自己評価の実施 

内部統制評価報告書

実施状況評価

会計局、会計ｾﾝﾀｰ

コンプライアンス推進本部会議

本部長：知事

副知事（内部統制実務責任者）

部局長等（内部統制部局責任者）

本庁各課室、現地機関

内部統制事務局（コンプライアンス・行政経営課）

県議会
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地域振興局 78 74 28 ５  ４ 189 

企業局 １  ２ １   ４ 

教育委員会 ４ １ １    ６ 

計 129 147 106 65 ４ 16 467 

 

 

７ 評価対象期間及び評価基準日 

（１）評価対象期間 令和２年４月１日から令和３年３月 31 日まで 

（２）評価基準日  令和３年３月 31 日 

なお、出納整理期間中に発生した事項は、評価基準日までに評価された 

ものとします。 

（３）その他 

  各所属においては、令和２年 12 月１日を基準日として中間評価を、令和３年３月 31日を 

基準日として期末評価を行い、コンプライアンス・行政経営課において評価結果の確認を行

いました。 

   

 

８ 評価結果 

（１）全庁的な内部統制の評価 

   総務省「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」の「全庁的な内   

部統制の評価項目」を参考に、内部統制の円滑な運用のための組織体制等について確認を行

いました。 

 評価の結果、県民に大きな経済的・社会的不利益が生じるような重大な不備はありません

でした。 

 なお、今後、県のリスクマネジメントレベルのさらなる向上に向け、財務に関する事務以

外の事務も含め、人命・財産に関するリスクや、県財政を毀損するリスク、県の信用失墜に

つながるリスクなど、幅広いリスクの洗い出し・深掘りに努めるとともに、引き続き全庁的

にリスク認識を共有し効果的な対策を講じてまいります。 

   全庁的な内部統制の評価結果の詳細は次表のとおりです。  
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＜全庁的な内部統制の評価結果概要＞ 

 

 

 

 

 

基本的要素  評価の基本的な考え方 県の対応状況

統制環境 １　長は、誠実性と倫理観に
  対する姿勢を表明している
　か。
２　長は、内部統制の目的を
　達成するに当たり、組織構
　造、報告経路および適切な
　権限と責任を確立している
　か。
３　長は、内部統制の目的を
　達成するにあたり、適切な
　人事管理及び教育研修を
　行っているか。

【令和２年度の取組】
１　平成24年に定めた長野県行政経営理念により、県のミッショ
　ン（使命・目的）、ビジョン（目指す姿）、バリュー（職員の
　価値観・行動の指針）を明確にし、県民起点で県民に信頼さ
　れ、期待に応えられる県行政を目指しています。
２　長野県内部統制基本方針に基づき、知事を本部長とし、副知
　事及び部局長等を構成員とするコンプライアンス推進本部を設
　置するとともに、各部局毎にコンプライアンス委員会を設置
　し、リスク管理上の報告経路や、課題に対応する権限と責任を
　有する体制を整備しています。
３　コンプライアンス推進参与を設置し、職員のコンプライアン
　ス意識の醸成を図るとともに、職員育成基本方針に基づく体系
　的な研修の実施や、人材の適正配置、定数管理により、職員の
　能力を引き出す支援を行っています。

リスクの
評価と対応

１　組織は、内部統制の目的
　に係るリスクの評価と対応
　ができるように、十分な明
　確さを備えた目標を明示
　し、リスク評価と対応のプ
　ロセスを明確にしている
　か。
２　組織は、内部統制の目的
　に係るリスクについて、そ
　れらを識別し、分類し、分
　析、評価するとともに、評
　価結果に基づいて、必要に
　応じた対応をとっている
　か。
３　組織は、内部統制の目的
　に係るリスクの評価と対応
　のプロセスにおいて、当該
　組織に生じうる不正の可能
　性について検討している
　か。

【令和２年度の取組】
１　長野県内部統制基本方針及びこれに基づく要綱等において、
　リスクの評価方法、対応策の策定の手順を明確に定めていま
　す。
２　リスクを量的重要性、質的重要性の２項目で評価した上で、
　総合的な重要性を「見える化」して評価し、重要性４以上のリ
　スクは行動計画（対応策）を策定し、リスク管理に努めるとと
　もに、行動計画の実施状況を踏まえ、適切な対応に努めていま
　す。
３　不祥事の発生を未然に防止し、公益を保護する県職員等公益
　通報制度を構築し、職員に周知しているほか、毎年度実施して
　いるコンプライアンス推進月間において、不適正事務処理事案
　の職場検討等を通じ、職員それぞれが、不適正事務処理事案を
　ひとごとではなく、自分ごととして認識するよう努めていま
　す。

統制活動 １　組織は、リスクの評価及
　び対応において決定された
　対応策について、各部署に
　おける状況に応じた具体的
　な内部統制の実施とその結
　果の把握を行っているか。
２　組織は、権限と責任の明
　確化や権限の過度な集中の
　防止、適時かつ適切な承
　認、業務の結果の検討等に
　ついての方針及び手続を明
　示しているか。

【令和２年度の取組】
１　内部統制の実施状況は、年度途中に中間評価を行うなど、定
　期的に実施状況の進捗確認を行うことで、対応策の確実な実施
　に努めています。
２　組織規則等関係規程や事務分担で職務の水平分離を、事務処
　理規則により職務の垂直分離を定め、各人の権限、責任を明確
　化しています。
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基本的要素  評価の基本的な考え方 県の対応状況

情報と伝達 １　組織は、業務遂行上信頼
　性のある十分な情報を作成
　しているか。
２　組織は、組織内外の情報
　について、その入手、必要
　とする部署への伝達及び適
　切な管理の方針と手続を定
　めて実施しているか。

【令和２年度の取組】
１　事務処理規則に基づき決裁権限を明確にする垂直分離を行
　い、ダブルチェックの徹底を図るとともに、県文書規程で情報
　作成等の事案の処理に係る文書作成の原則、文書の取扱いの原
　則（正確かつ迅速等）等を定め、情報の信頼性確保を図ってい
　ます。
２　国、市町村や関係民間機関等との情報交換を始め、県政タウ
　ンミーティングやランチミーティング、県民意見公募手続など
　の広聴活動を実施し、県民や関係機関の意見・要望の把握に努
　めるとともに、個人情報については、個人情報保護条例、情報
　セキュリティーポリシー等個人情報保護に関する規定の適切な
　整備運用を通じ、保護の徹底を図っています。
　　また、行政情報ネットワークを整備し、内部事務システム、
　総務事務システムなど、内部管理用システム等の適正な運用に
　より、情報伝達、管理を行っています。

モニタリン
グ

　組織は、内部統制の基本的
要素が存在し、機能している
ことを確かめるために、日常
的モニタリングおよび独立的
評価を行っているか。

【令和２年度の取組】
　各所属において、行動計画の実施状況について進捗管理、自己
評価するとともに、財務会計に係る事務を通じ、会計局、コンプ
ライアンス・行政経営課が連携してモニタリングを実施している
ほか、コンプライアンス・行政経営課が各所属の自己評価結果に
対して独立的評価を実施し、改善を指導しています。

ICTへの
対応

　組織は、内部統制の目的に
係るICT環境への対応を検討
するとともに、ICTを利用し
ている場合には、ICTの利用
の適切性を検討するととも
に、ICTの統制を行っている
か。

【令和２年度の取組】
　ICT環境の更なる進化に対応し、本県を新たな社会の仕組みに創
り変えるデジタルトランスフォーメーションを行うため、長野県
ＤＸ戦略（スマート自治体推進）を定め、具体的取組を推進して
います。
　また、情報セキュリティーに関しては、情報セキュリティーポ
リシーの適切な運用により、ＩＣＴの適切な利用・統制を行って
います。
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（２）各部局の内部統制の評価（業務レベルの評価） 

   各部局における財務に関する事務の整備運用状況に関し、以下の項目について評価を行

いました。 

・リスク顕在化防止のための対応策の実施状況（整備状況） 

・評価対象期間中のリスク事案発生の有無（運用状況） 

評価の結果、評価報告書に記載すべき内部統制上の重大な不備は認められませんでした。 

なお、評価対象期間中に確認した整備・運用状況の不備の内容は以下のとおりです。 

 

① 整備上の不備（８件） 

【補助金事務】 

・コロナ感染拡大のため、研修会・説明会の未実施（５件） 

【契約事務】 

・担当者退職のため、事務手順書未作成（１件） 

 ・竣工検査時の書類不備（１件） 

【収入事務】 

 ・使用料徴収に関する行動計画未作成（１件） 

② 運用上の不備（５件） 

【補助金事務】 

・補助事業の年度内未完了（１件） 

 【契約事務】 

 ・発注時の積算誤りにより入札中止（２件） 

 ・変更契約の遅延（１件） 

【収入事務】 

 ・使用料算定時の単価適用誤り（１件） 

 

８ その他参考事項 

（１）会議等の開催状況 

  ・コンプライアンス推進本部会議（5/20、11/20、2/10（幹事会）） 

  ・内部統制推進員会議（4/10） 

（２）内部統制・リスクマネジメント研修の実施状況 

  ・所属長等研修（7/10,7/45,7/28,8/5 計 132 名参加） 

  ・新任課長級研修（6/11 70 名参加） 

  ・現地課長研修（9/16 61 名参加） 

 


